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継続する。
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事業費計(A)

人件費（Ｂ）

伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例第７条の規定により、市民意識の実態を把握す
るとともに、市における人権行政の推進のベースとなる伊賀市人権施策総合計画を策定する。

計画に基づき、事業を総合的、体系的、計画的に実施できる。

ほぼ達成できたが、今後も事業の評価、実施状況の進行管理を行う必要がある。

人権施策を推進するためには、定期的に市民意識調査を実施し、人権施策総合計画を策定する必要があるため、コスト低
減は困難である。
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①計画に基づき人権施策が推進される。
②市の人権施策を理解し、事業に協力することで、人権社会の確
立につながる。
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２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号
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①市民意識調査の実施及び集計分析、報告書の作成
②伊賀市人権施策総合計画の策定
③総合計画の評価・進行管理
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